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研究成果の概要：9.11 以後、欧米においては対テロ法という形で市民的な自由の制限とムスリ

ム・外国人への管理強化が進行した。これは「異なるものの排除」、ナショナリズム、福祉にお

ける「自民族優先主義」の高まりをもたらした。これに対抗して、市民社会は社会福祉、文化

などの活動を通じて市民社会強化に取りくみ、地方自治体では外国籍住民の政治参加が進んだ。

本研究はこの欧米の状況とその相違、「欧州社会モデル」再構築の試みを解明した。 
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１．研究開始当初の背景 
 欧米の先進社会の政治と社会は、9.11 以後
着実に大きな変容をしつつある。9.11 以後に
おける移民と国際テロ問題に象徴される西
欧と米国のデモクラシーは市民的自由と人
権、排除と包摂という新たな課題に直面して
いる。これに対して、市民社会が社会の根元
的な力として、デモクラシーの 21 世紀的な
発展に向けて葛藤・模索している。 
「ポスト・デモクラシー」「市民的自由の

危機」といわれる状況は、民主主義の新しい
質的転換を示している。グローバル化の進展
とともに、戦後社会とデモクラシーの揺らぎ

は深まり、国内政治の自立性や選択の幅は急
速に狭まり、国内政治の中心的アクターであ
る政党政治の機能不全、選挙の棄権、拝外主
義政党の台頭、暴動による政治不信の表明が
拡大している。この過程で先進社会のデモク
ラシーは「空洞化」し、「主権者なきデモク
ラシー」の観がある。この危機状況に対して、
市民社会のレベルでは新しい質の政治の模
索が行われている。 
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２．研究の目的 
 9.11 以後における移民と国際テロ問題に
象徴される西欧と米国のデモクラシーの新
しい課題とそれへの挑戦に対して、市民社会
が「開かれた社会」と「新たな公共空間」を
地域レベルで形成することによって、デモク
ラシーの２１世紀的な質的発展に向けて模
索する様相を明らかにする。そのために、３
つの現象に注目し、分析した。 
(1)欧米の先進社会では、9.11 以後、デモク
ラシーの基本的価値である自由や寛容が
大きく揺らいでいる。米英ではテロリズム
の脅威を理由に急速に市民的自由が制約
され、市民が監視される社会に向かいつつ
ある。こうした、戦後の「自由と寛容」に
価値をおく「開かれた社会」が急速に「閉
ざされた社会」へと変容しつつある状況を
分析する。 

 
(2)非寛容な社会への変化は移民問題に焦点
化しつつあり、宗教的・文化的な差異への
対応をめぐって、異質な存在としての移民
への姿勢は急速に硬化しつつある。異質な
エスニシティを前にして、先進社会のデモ
クラシーはその普遍性を問われている。こ
の状況に対して、自治体をはじめ、教会、
市民団体、労組、企業等の市民社会が包摂
に積極的に取り組んでいる。この両面を地
域レベルと全国レベルで分析する。 

 
(3)移民問題が先鋭化し、防衛的ナショナリ
ズム、福祉ショーヴィニズム、新しいナシ
ョナリズムが台頭している状況を化主要
な各国について分析する。 

 
 
 
３．研究の方法 
 9.11 以後の「静かなる」市民的自由の制限、
移民政策と福祉国家の変容、防衛的ナショナ
リズムの３つを「閉ざされた社会」への変容
の象徴として三位一体的に分析することを
めざし、下記の３つの分野に関して研究を進
めた。 
(1)市民の自由の制限と市民社会からの対抗
に関して、地方レベルの具体的な事例研究
を行い、政治と市民社会の多様な公共空間
での葛藤を明らかにする。西欧諸国間およ
び西欧と米国との共通点と相違点を明ら
かにすること。 
 

(2)各国の移民問題と移民政策を比較検討し、
福祉国家のこれによる変容を考察する。福
祉国家の変容はグローバル化とヨーロッ
パ統合の進展とともに急速に進んでおり、
これは雇用政策面で特に顕著であるので、
これに注目する。また、移民政策に関して

は、時期と国によって大きく変化しており、
その類型化をすることは統合と排除の政
策の累計的把握をする上で重要であるの
で、この点を重視する。 
 
(3)防衛的ナショナリズムと極右政党の台頭
の様相の解明。フランスに関してだけでなく、
イタリア、ドイツ、オーストリアなども加え
て、西欧各国の比較研究を行う。 
 
 
 
４．研究成果 
(1)上記の三位一体的な研究を通じて、この
「閉ざされた社会」への変容とそれに対す
る市民社会の対抗、欧米デモクラシーの新
たな質への挑戦と模索の様相を明らかに
した。 
(2)この対抗状況を地域の公共空間の多様な
レベルで明らかにした。 
 
具体的には、 
① 市民的自由の制限と政治の変化、市民社
会のこれへの対抗に関しては、坪郷・高
橋がドイツとイタリアに関して比較政治
学会で報告し、論文として学会誌に発表
した。これはその後の独・伊の 9.11 以後
の各国の国内政治の変容研究の嚆矢とな
っている。 

 
② 福祉国家の変容に関しては、石田、畑山
がそれぞれ「ヨーロッパ社会モデルとフ
レクシキュリティ」に関して、その理論
問題、フランスの事例を分析し、日本政
治学会で報告した。野田が「新しい福祉
の政治像」を論文を発表した。石田が福
祉国家の「ヨーロッパ・モデル」につい
て、畑山が「フランス・モデル」につい
ての論文を発表した。これらは、政治学
における福祉国家とフレクシキュリティ
研究の新たな視点を提示した。 

 
③ 防衛的ナショナリズムと極性等に関して
は、畑山がフランスについて学会報告や
著書を刊行し、フランスに関するこの問
題についての第一人者として評価される
研究を進めている。また、高橋がイタリ
アの外国人差別の問題、外国人嫌いと拝
外主義政党について研究を進めた。 

 
④ 市民社会強化と政治参加、地域における
公共空間に関しては、坪郷、高橋、小堀
らが研究を進め、坪郷の「市民自治体」
研究や坪郷編の著書にまとめられた。こ
れらは、政治参加研究の新たな地平を開
いた。藤井はフランスにおけるホームレ
ス問題とそれへの対応に現れたフランス



 

 

における排除と包摂の問題の研究を進め
た。 

 
⑤ ＥＵのガバナンスや国際問題と排除、ト
ルコのＥＵ加盟問題については、坪郷、
中谷が研究を進めた。 

 
⑥ 今後の展望は、これらの研究成果を踏ま
え、社会的排除と包摂の比較の理論化、
及び、地域の公共空間での市民社会の対
抗事例をもっと蒐集・分析するとともに、
その理論化と類型化を試みることである。
また、雇用と福祉に関する「ヨーロッパ・
モデル」をめぐる葛藤をいっそう深く分
析すること。トルコのＥＵ加盟問題に見
られる国際関係と国内移民との有機的な
関係を分析する軸を見つけることなどで
ある。 
なお、今年度中にはこれまでの研究成果を
本にして出版する計画である。 
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